
 
 

 地球環境との共存 

 

 

 
 

－「持続的発展が可能な社会」の実現に向けて－ 
 

第４版 
 

 
 

２０１３年８月 

                       ＳＭＫグループ 
                        

グリーン調達ガイドライン 
GREEN PROCUREMENT GUIDELINE 

 



 

 1 

 

はじめに 
 

 「地球環境問題は人類共通の重要課題」との認識が高まる中で、二

酸化炭素などの排出抑制による地球温暖化の防止、廃棄物の削減と

リサイクルによる循環型経済社会の構築、生物多様性の保全、化学

物質の管理による環境汚染の防止などの取り組みがますます重要に

なっています。 

 ＳＭＫグループは「環境は経営の重要テーマ」との認識のもとに、

商品の開発や工場・事業所の活動など、あらゆる面で環境に配慮し

た取り組みを推進しております。これらの活動をさらに実りあるも

のとするためには、皆様との連携によって環境保全活動を強化する

とともに、環境負荷の少ない資材の調達によって環境負荷低減を図

る必要があります。 

 このような背景から、ＳＭＫグループでは「グリーン調達ガイド

ライン」を作成し、環境に優しい商品作りや環境を重視した事業活

動を、仕入先様とともに進めてまいります。 

 グリーン調達は仕入先様のご協力なくしては困難です。地球環境

保全の重要性をご理解戴き、ご協力をお願いいたします。 

 

２０１３年８月１日 

ＳＭＫ株式会社 

取締役常務執行役員 環境室担当 角  芳幸 
執行役員    生産管理部部長 石橋 竹己 
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Ⅰ．ＳＭＫ環境憲章       

基本理念 
ＳＭＫは良き企業市民として社員一人ひとりが地球的規模で持続的発展が

可能な社会に寄与するという自覚を持ち、総合的な高度技術により経済発展

と環境保全の両立に努めます。 

 

行動指針 

（１）環境にやさしい製品の開発をします。 

（２）物を大切にし、廃棄物を減少させます。 

（３）資源を大切にし、エネルギーを節約します。 

（４）３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）を推進します。 

（５）無駄のない購入・生産をします。 

 

SMK Environmental Charter 

Basic Philosophy  
The SMK Group pursues environmental preservation as well as 

economic development, by integrating its current technological 
strengths and creating advanced technology.  As a good corporate 
citizen, every one of us will contribute to the promotion of 
sustainable global development. 

 

Action Guidelines 
(1) Develop environmentally friendly products 
(2) Reduce waste by using everything to its fullest extent 
(3) Preserve natural resources and saving of energy 
(4) Encourage 3R (reduce, reuse and recycle)  
(5) Realize waste-free procurement and manufacturing  
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Ⅱ．グリーン調達の考え方  

１．目的 
グリーン調達の推進により、環境負荷の少ない製品の開発・設計を行うことで

お客様へ環境に配慮した製品をお届けし、循環型社会による地球環境の保全に寄

与することを目的とします。 

２．グリーン調達とは 
環境マネジメントシステムにおいて、例えば地球温暖化の防止、廃棄物の削減

および生物多様性の保全などに代表される地球環境保全に寄与する活動を推進さ

れている仕入先の皆様から、環境負荷の少ない原材料・部品・製品等を優先的に

調達することです。 

３．調達基準 
(１) 環境保全に取り組んでいる仕入先様からの購入を優先します。 

① ＩＳＯ１４００１または準拠制度認証 
  ＊準拠制度とは財団法人，地方公共団体，有限責任中間法人等が推進する ISO14001

準拠制度を言う。 

１）ＩＳＯ１４００１または準拠制度を取得している 
２）ＩＳＯ１４００１または準拠制度の取得を準備中 
３）ＩＳＯ１４００１に準拠した活動を行っている 
４）ＩＳＯ１４００１に準拠した活動を準備中 

② グリーン調達 
１）グリーン調達を実施している 
２）グリーン調達を準備中 

(２) 環境負荷の少ない原材料・部品・製品等を購入します。 
① 使用禁止物質への対応・・・使用中止、代替品使用 
② 使用制限物質への対応・・・含有量削減活動 
③ 使用管理物質への対応・・・適正な管理実施 

４．適用範囲 
(１) 仕入先様への適用範囲 

１）ＳＭＫグループが購入している全ての仕入先様 
２）仕入先様が商社の場合は、その購入先様 
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(２) 物品への適用範囲 
① 製品への適用範囲 
１）ＳＭＫグループで設計・製造し、販売または頒布するＳＭＫ製品 
２）第三者に設計・製造を委託し、ＳＭＫグループ製として販売または頒布す

る製品 

３）ＳＭＫグループが第三者から設計・製造の委託を受けた製品 
(第三者から指定された部品・材料は除く) 

② 部材への適用範囲 
１）ＳＭＫグループで設計し、第三者に製造委託する部品・材料・副資材 
２）第三者に設計・製造を委託する部品・材料・副資材 
３）仕入先様の仕様でＳＭＫが購入する部品・材料・副資材 

③ その他の適用範囲 
１）ＳＭＫグループ内で使用する消耗品類 
２）納入者が配送・保護に用いる包装材 
３）ＳＭＫグループ内または仕入先様との間で使用する帳票類 

５．用語の定義 
本ガイドラインで使用する主な用語の定義は以下のとおりとします。 

用  語 定         義 

禁止物質 下記２種類に分類し、「ＳＭＫ禁止物質不使用合意書」(＊1)およ

びその付属書で禁止を定めた物質 
① 全面禁止物質 

既に全ての用途において使用を禁止している物質 
② 用途別禁止物質 
   用途により使用を禁止している物質 

制限物質 「ＳＭＫ禁止物質不使用合意書」(＊1)およびその付属書で禁止を

定めた物質のうち禁止開始時期に猶予がある物質 
管理物質 禁止物質，制限物質以外の EU-REACH 規則(＊2)で定めた高懸

念物質(SVHC) (＊3) 
禁止時期 当社へ禁止物質含有品の納入を禁止する時期 

含有 意図的であるか否かを問わず、部材に添加、混入、付着した状

態を言う。また、生産過程にて化学的に生成、残存したものも

含む 
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Ⅲ．調査実施要項 

 ＳＭＫグループはグリーン調達の趣旨に沿って、調達品の採用にあたっては従来の

評価に加え、環境(Environment)を追加し、次の調査を実施します。 

１．調査内容 
（１）環境保全活動に関する取り組み 

       ＩＳＯ１４０００、グリーン調達取り組み調査 

（２）調達品の環境保全に関する取り組み 

    環境負荷物質不使用調査または含有量調査 

２．調査方法と頻度 
（１）環境保全活動に関する調査 

        新規仕入先様は取引開始時に、その他の仕入先様は定期的(１回/年)に調

査シート配布・回収による実施 

    （２）調達品の環境保全に関する調査 

業種別環境負荷物質調査要求事項       

業  種 環境負荷物質調査要求事項 

原材料･電子部品

メーカー 

･環境負荷物質含有量調査 

AIS(＊4)/MSDSplus(＊5) 情報伝達シート、 

JGPSSI 方式(＊6)、 

JAMA/JAPIA 統一データシート(＊7)  

･使用材料の成分表、ＳＭＫが指定する物質の含有量測

定データ 

個品・組立 

協力業者 

･環境負荷物質含有量調査 

AIS(＊4)/MSDSplus(＊5) 情報伝達シート、 

JGPSSI 方式(＊6)、 

JAMA/JAPIA 統一データシート(＊7) 

･使用材料の成分表、ＳＭＫが指定する物質の含有量測

定データ 

但し、ＳＭＫ支給材は調査対象外 

消費材業者 ･消費材の成分表およびＳＭＫが指定する物質の含有

量測定データ 

    （３）工場監査時に上記調査の確認を実施 
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Ⅳ．調査内容の取扱い 

     提出された調査結果はＳＭＫグループの内部資料として取扱い、仕入先様の了解無

しで外部公開はしません。 

  

Ⅴ．改訂 

     このガイドラインは社会情勢の変化や法規制の変動などにより、必要に応じ予告無

しに改訂することがあります。改訂が生じた場合は、速やかにその内容を連絡します。 

 

Ⅵ．本書に関する問合せ先 

     御社担当の窓口部門、または、下記部門へ問い合わせください。 

            生産管理部資材課  ＴＥＬ03-3785-2727 ＦＡＸ03-3785-1068 

            環境室       ＴＥＬ03-3785-5058 ＦＡＸ03-3785-0517 
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参考．用語説明 

 

＊１ 「ＳＭＫ禁止物質不使用合意書」 

禁止物質を明確にし、仕入先様にその不使用の合意を頂く文書で、取引開始時に提出を要請する 

 

＊２ EU-REACH規則 

市場に流通する化学物質を、登録・評価・認可という3段階に分けて規制することによって、リス

ク管理が必要な化学物質とその使用方法についての制限を設ける、欧州(EU)の化学物質規制 

 

＊３ 高懸念物質(SVHC)  

高懸念物質(Substances of Very High Concern 略語はSVHC)はEU-REACH規則にて発がん性、変異

原性あるいは生殖毒性のある化学物質として、認可登録すべき物質として指定されているもの 

 

＊４ AIS (Article Information Sheetの略語) 

JAMP(Joint Article Management Promotion-consortium：アーティクルマネジメント推進協議会

の略称)によって作成された、成形品に含有する化学物質情報を開示・伝達するための情報伝達シ

ート    JAMPのURL : http://www.jamp-info.com/ 

 

＊５ MSDSplus (Material Safety Data Sheet plusの略語) 

安全データシート（Safety Data Sheet）で公表されている情報の補完を目的に、JAMP によって

作成された、物質／混合物に含有する化学物質情報を伝達するための情報伝達シート 

 

＊６ JGPSSI方式 

JGPSSI(Japan Green Procurement Survey Standardization Initiative:グリーン調達調査共通化

協議会の略称)によって作成された、調査対象品目に含有する化学物質情報の調査ツールを用い

た調査方式 

 

＊７ JAMA/JAPIA統一データシート 

JAMA(Japan Automobile Manufacturers Association, Inc.:一般社団法人日本自動車工業会の略

称)とJAPIA(Japan Auto Parts Industries Association：一般社団法人日本自動車部品工業会の

略称) にて合意された、製品中に含有する材料・化合物の調査に使用する帳票 

JAPIAのURL : http://www.japia.or.jp/  

 
 
 
 
 
 


